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 2006 年 12 月以降、政府は日本の貸金市場に貸金業法の諸規制を実施してき
た。貸金業法により貸金市場へ新たに導入された規制の内容は、主として、①上
限金利の年利 29.2%から年利 15～20%への引き下げ、②審査時における源泉徴
収票等の提出を義務付けたうえ個人年収の 3 分の 1 を超える貸し付けの原則禁























                                                   
1 政府が貸金業法を改正するための議論を始めた段階では、多重債務者の減少という解決
策のみに帰着してはいなかった。しかしながら法改正議論が進むにつれ、政府や立法府は
多重債務者の減少に傾斜した議論を行うようになった(詳しくは、第 5 章で後述する)。 
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禁止」が貸金業規制法第 13 条に盛り込まれた。 
ところが、この貸金業規制法第13条では「貸し手は借り手の資金力又は信用、
借入れの状況、返済計画等について調査し、借り手の返済能力を超えると認めら
                                                   


















 1983 年 11 月に発信された大蔵省銀行局長通達には、「判断基準を借り手の収
入、保有資産、家族構成、生活実態等及び金利などの条件により判断は困難であ
るが、窓口における簡易な審査のみによって、無担保、無保証での目処は借り手













































同小委員会会期中であった 2006 年 7 月 6 日、自民党金融調査会と公明党金
融問題調査委員会が「貸金業制度等の改革に関する基本的考え方」で明文化され
た「過剰貸付の禁止」において、「量的基準を設け」という曖昧な表現ながらも
量的規制に言及し、2006 年 9 月 19 日、自民党が政調審議会・総務会の合同会
議で公表した「貸金業制度などに関する考え方の具体的検討内容」における「改
正骨子」では、年収を基準とする貸付基準を初めて明文化した。その翌月の 2006
年 10 月 25 日、自民党は突如として国会提出法律案に総量規制の量的基準とし
て、年収 3 分の 1 を超える貸付けを原則禁止とする条文をとりまとめた。 
当時、マスメディアが多重債務問題と貸金業界を関連付けて過剰に報道した6
                                                   
5 詳しくは第 5 章にて後述するが、例えば日本経済新聞「貸金業法の改正論議-『金利定
義』次の争点に(霞が関風速計)」2006 年 7 月 3 日。 




































                                                   
日。 
7 日本経済新聞「混迷貸金業改革 厳正処分、抵抗失せる 規制強化で業界淘汰へ」2006
年 9 月 20 日。 
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借入れを制限された借り手のデータを専業会社 3 社とカード会社 2 社に分類し


























































































































                                                   
8 堂下浩「消費者金融市場の成長と発展に関する実証研究」『文眞堂』、2005 年 12 月より
引用。 




















































































































                                                   































2009 年 8 月 1 日、信販・クレジット会社・消費者金融会社・銀行系クレジット
会社など全業種が加盟していた(株)シーシービーと(株)日本信用情報機構(JIC)






















































































































































図 ２-6 貸金業者における信用供与額の推移 
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化したことで、2008 年には消費者金融専業の与信供与額が約 5.8 兆円まで減少
した。貸金業法が完全施行された 2010 年では、総量規制が導入されたこともあ
り、消費者金融専業は約 2.8 兆円まで信用供与額を急減させ、結果としてピーク
時の約 3 分の 1 まで減少させることとなった。 
クレジットカードキャッシングの信用供与額も同様の傾向にある。貸金業法
が改正された翌年の 2007 年には、クレジットカードキャッシングは約 6.9 兆円
の信用供与額を維持していたにも拘わらず、クレジットカードキャッシングの
信用供与額は 2009 年には約 4.7 兆円まで減少した。さらに、貸金業法が完全施




一方で、銀行の信用供与額は 2005 年には約 4 兆円で推移していた。2006 年
に銀行の信用供与額は 2.6 兆円まで減少したが、銀行債権は貸金業法の規制対
象にならないため、2010 年の銀行の信用供与額は約 2.2 兆円だったものの、貸








2006 年 12 月に貸金業法が改正されたが、業態別の内訳の傾向に変化が生じ
たのは、貸金業者が借り手への審査を厳格化した後となる 2007 年から 2008 年
19 
 




は、2009 年の 18.6%から 2010 年では 24.2%と上昇した。総量規制が導入され
たことで、貸金業者は融資を制限されてしまい、借り手は規制に制約されない銀
行からの融資に頼るようになったという可能性が想起される。なお、貸金業法が




































































出典:日本金融新聞 2010年 7月 6日号より筆者作成 
 























法の上限金利を年利 29.2%から年利 15～20%へと引き下げた。 
以上を背景に、貸金業者は過払い金返還請求が急増(図 2-8)し、ピーク時の
2010 年 8 月に過払い金返還請求の金額は 500 億円を上回った。過払い金返還請
求には借り手が完済してから 10 年という期限が定められているため、「グレー
ゾーン金利帯」撤廃による過払い金返還請求は未だ沈静化していない。 
                                                   









































出典:堂下浩「『借りられず不幸』となる人々の救済策を」『CREDIT AGE』2009 年 9 月、
pp.19、図 1-bより筆者作成 








提出を義務付けたうえ、個人年収の 3 分の 1 を超える貸し付けを原則禁止する
(総量規制)という、貸金市場に大きな影響を与える 2 つの規制が課された。 
第 1 に、上限金利引き下げとは、出資法に定める上限金利を 29.2%から
15~20%へと引き下げることである。そもそも貸金業者は、出資法に定められる








例えばアコムは、2006 年 10 月まで新規成約率を 6 割以上の水準で保ってい
たが、翌月の 2006 年 11 月には新規成約率を 5 割以下に減少させた。以降、2007
年 4 月にアコムは新規成約率を 3 割台まで減少させた(図 2-10)。新規成約率を
急減させたことで予め借り手の与信を厳格化したアコムは、2007 年 6 月に上限
金利を 18%まで引き下げることを公式ホームページにて発表した(表 2-2)。 
またプロミス(当時) 14は、2006 年 11 月まで 5 割台の新規成約率を保ってい
た。しかしながら、プロミスは 2006 年 12 月以降に 4 割前半から 3 割台後半ま
で新規成約率を減少させた(図表 2-10)。新規成約率を引き下げ始めてから一年
後となる 2007 年 12 月、プロミスは公式ホームページにて上限金利を 17.8%に
引き下げると発表した(表 2-2)。 
続いて 2006 年 11 月まで新規成約率を 5 割台に保っていたアイフルは、2006
年 12 月に新規成約率を 3 割台の水準まで減少させた(図表 2-10)。その後 2007
年 9 月にアイフルは公式ホームページにて上限金利を 18%まで引き下げると発
表した(表 2-2)。 
                                                   
12 地銀協月報「消費者ローン利用者の行動分析」堂下浩 2007 年 10 月、11 ページ。 
13 日経新聞 2007 年 5 月 3 日。 



























第 2 に政府は総量規制を 2007 年 4 月に導入する予定であった。しかしなが
ら信用情報機関の整備が間に合わず、政府は貸金業法完全施行前での総量規制





で、貸金業法の完全施行に踏み切り、2010 年 6 月以降から総量規制対象者への
融資は制限されることになった。 
したがって、上限金利引き下げによる借り手への影響は 2006 年~2008 年に発
生し、総量規制実施による借り手への影響は 2010 年 6 月以降に発生したと考え
られる。このように貸金業法が改正されたことによる貸金市場への影響は 2 つ
                                                   
15 日経新聞 2007 年 5 月 3 日。 
出典:日本銀行ホームページ「http://www.boj.or.jp/statistics/index.htm/」より筆者 
作成 









































 アコム プロミス アイフル 出資法上限金利 
1982 年 47.45  47.45  65.7 5月 109.5 
1983 年     54.75 5月 73 
1984 年 39.42 10月 39.5 10月    
1985 年        
1986 年     49.932 11月  
1987 年 36.5 4月 36.5 4月 39.931 11月 54.75 
1988 年 32.85 4月 32 3月 36.427 12月  
1989 年 29.2 8月 29.2 9月    
1990 年        
1991 年       40.004 
1992 年        
1993 年        
1994 年        
1995 年 28.47 6月 25.55 10月 29.2 12月  
1996 年        
1997 年 27.375 4月      
1998 年        
1999 年        
2000 年     28.835 6月 29.2 
2001 年        
2002 年        
2003 年        
2004 年        
2005 年        
2006 年        
2007 年 18 6月 17.8 12月 18 9月  








































金融庁の統計(図 2-12)によると、1990 年代において全国で約 3 万前後の業者
が貸金業としての登録を行い、貸金業を経営していた。しかしながら、1990 年
頃から 2000 年頃までにかけて消費者信用市場が縮小した時期には、登録された
貸金業者の数も右肩下がりに減少した。以下、詳しく述べると 2004 年に約 2 万
4 千社あった登録貸金業者数は 2005 年に約 1 万 8 千社に減少した。この背景と


























図 ２-12 登録貸金業者数の推移 
31 
 












一方、事業者向け貸付残高の推移をみると、1997 年には約 40 兆円だったが、








以上の通り、政府が貸金業法を改正した 2006 年では約 20 兆円を保っていた
消費者向け貸付残高が、2008 年には約 17 兆円まで減少する。一方で減少傾向
にあった事業者向け貸付残高は、貸金業法の改正後には上昇傾向に転じ、ピーク







量規制が導入された翌年となる 2011 年には、消費者向け貸付は約 9.5 兆円まで
減少した。その結果、事業者向け貸付と消費者向け貸付を合計した金額推移をみ
ると、貸金業法が改正された 2006 年以降、2010 年の完全施行に至るまで右肩
                                                   
16 日本経済新聞「上限金利引下げ決定-大手寡占化で再編必至(問われる消費者金融)」2006

















































業法が完全施行される 1 年前の 2009 年には約 5.5 兆円であった。貸金業法が完
全施行される前の無担保無保証残高は緩やかな右肩下がりの傾向が示されてい
た。貸金業法が完全施行された 2010 年 6 月に無担保無保証の貸付残高は約 4.2
兆円まで減少させ、貸金業法完全施行後 3 ヶ月後の 2010 年 9 月に無担保無保





















































































































り出した。また、2010 年 6 月の貸金業法の完全施行後である 2012 年 4 月には、
三井住友フィナンシャルグループはプロミスを 100%完全子会社化した。実際、




















































































顧客をイーバンクに移管させた。2004 年 9 月に楽天株式会社は銀行系カードロ
ーンである株式会社あおぞらカードを完全子会社化し、社名を楽天クレジット
株式会社に変更した。2008 年 9 月に楽天株式会社はイーバンク銀行と資本、業
務提携し、2009 年 2 月に楽天株式会社はイーバンク銀行を連結子会社化した。
2009 年 4 月に楽天株式会社は楽天クレジット株式会社のカードローンの事業を





た小売業の銀行」として 2007 年に発足したイオン銀行である。2008 年頃から







                                                   
















































益力を維持させようとした。貸金業法が改正されたことを受け、2010 年 10 月
にアコムは三菱 UFJ ニコスの信用保証事業を引き継いだ。したがって、2010 年






推移をみると、貸金業法が完全施行される一年前の 2009 年 6 月は約 2.5 兆円で
あり、貸金業法が完全施行された 2010 年 6 月の信用保証残高は約 2.7 兆円であ
り、貸金業法が完全施行されるまでの一年間での信用保証残高は微増であった










































   日本貸金業協会による調査対象者数は月によって異なる。日本貸金業協会によ
る調査対象者数は以下の通り。2009年 4 月は 69社、2009年 5月は 68社、2009
年 6月は 67社、2009年 7月は 67社 2009 年 8月は 67社、2009年 9月は 67社、
2009年 10月は 67社、2009年 11月は 67社、2009年 12月は 67社、2010年 1月
は 67社、2010年 2月は 67社、2010年 3月は 67社、2010年 4月は 65社、2010
年 5 月は 65 社、2010 年 6 月は 64 社、2010 年 7 月は 64 社、2010 年 8 月は 63
社、2010年 9月は 62社、2010年 10月は 59社、2010年 11月は 59社、2010年
12月は 59社、2011年 1月は 59社、2011 年 2月は 59社、2011年 3月は 59社、
2011年 4月は 61社、2011年 5月は 61社、2011年 6月は 61社、2011年 7月は
61 社、2011 年 8 月は 62 社、2011 年 9 月は 62 社、2011 年 10 月は 62 社、2011
年 11月は 62社、2011年 12 月は 62社、2012年 1月は 62社、2012年 2月は 62
社、2012 年 3 月は 62 社、2012 年 4月は 60社、2012 年 5 月は 60社、2012年 6
月は 60 社、2012 年 7 月は 60 社、2012 年 8 月は 60 社、2012 年 9 月は 59 社、
2012年 10月は 59社、2012年 11月は 59社、2012年 12月は 59社、2013年 1月
は 59社、2013年 2月は 58社、2013年 3月は 58社、である。 
 




















アイフルといった大手貸金業者 3 社の IR 情報19や格付け情報を扱う。アコム、
プロミス、アイフルの情報を扱う理由は、2010 年消費者金融ランキング(第 2 章
表 2-1)において、消費者金融専業の上位 3 位を占める企業であるからである。
但し、2010 年 9 月に経営破綻した武富士は除いた。 
 
 
                                                   
18 2012 年にプロミスは SMBC コンシューマ・ファイナンスに社名を変更している。しか
しながら、本章では社名変更前からの IR 情報を分析するため、プロミスで表記を統一す
る。 





3.2 大手貸金業者 3社の業績動向 
 
3.2.1 大手貸金業者 3社の業績推移 
 
3.2.1.1 大手貸金業者 3社による営業貸付金の推移 
 











以下に示す(図 3-1 )。 
2007 年 4 月のアコムの貸付金残高は約 1.5 兆円、プロミスの貸付金残高は約
1.2 兆円、アイフルの貸付金残高は約 1.3 兆円であった。この時期から始まった
貸金業者による新規成約率の急減に伴い、大手貸金業者 3 社は貸付金残高を減
少させていく。総量規制が導入された 2010 年 6 月のアコムの貸付金残高は 1 兆


































3.2.1.2 大手貸金業者 3社による売上高の推移 
 
2007 年決算において大手貸金業者 3 社は、約 4,000 億円規模の売上高を保っ
ていた。しかしながら上限金利の引き下げにより、貸金業者各社は審査厳格化を
余儀なくされ、借り手への融資を縮小せざるを得なかった 2007 年から 2009 年
にかけて、大手貸金業者 3 社は売上高を減少させていた。2007 年から 2009 年
における大手貸金業者 3 社の売上高の推移は以下の通り(表 3-1、表 3-2、表 3-
3)。 
アコムの売上高は 2007 年決算において約 4,236 億円であったものの、2009
年決算において約 3,122 億円まで減少させた。プロミスの売上高は 2007 年決算
において約 3,689 億円であった20ものの、2009 年決算において約 3,879 億円ま
                                                   





図 ３-1 大手貸金業者 3社の貸付金残高の推移 
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で減少させた。アイフルの売上高は 2007 年決算において約 4,990 億円であった
ものの、2009 年決算において約 3,122 億円まで減少させた。 
そのうえ、2010 年 6 月に総量規制が導入されたために、貸金業法が完全施行
された 2010 年の決算からその翌年である 2011 年決算にかけて、大手貸金業者
3 社の売上高はさらに減少していった。なぜならば、貸金業者は総量規制の融資
規制によって、融資の縮小を余儀なくされていたからである。2010 年から 2011
年における大手貸金業者 3 社の売上高の推移は以下の通り。 
アコムの売上高は 2010 年決算において約 2,787 億円であったが、2011 年決
算において約 2,458 億円まで減少させた。プロミスの売上高は 2010 年決算にお
いて約 3,389 億円であったが、2011 年決算において約 2,384 億円まで減少させ
た。アイフルの売上高は 2010 年決算において約 2,181 億円であったが、2011
年決算において約 1,449 億円まで減少させた。 
 
3.2.1.3 大手貸金業者 3社による当期純利益の推移 
 
2007 年決算における大手貸金業者 3 社の当期純利益を以下に述べると、アコ
ムは 4,379 億円の損失、プロミスは 3,782 億円の損失、アイフルは 4,112 億円
の損失を計上していた。大手貸金業者 3 社ともに貸金業法が改正された直後と




法が改正された影響が挙げられる21。そのうえ 2008 年以降も大手貸金業者 3 社
は安定した利益の確保に至っていない22。 
2010 年に貸金業法が完全施行された直後においても大手貸金業者 3 社は損失
を計上するといった傾向が続いた。2010 年における貸金業者大手 3 社の当期純
利益は以下の通りであった。アコムは 723 億円の損失、プロミスは 145 億円の





                                                   
ライズを子会社化し経営統合したために、2007 年から 2008 年にかけてのプロミスの売上
高は微弱ながら上昇していた。 
21 アコム、プロミス、アイフルによる有価証券報告書の記載に基づく。 












 売上高 当期純利益 
2007年 423,652 △437,972 
2008年 379,706 35,406 
2009年 324,396 13,662 
2010年 278,795 △7,239 





 売上高 当期純利益 
2007年 368,915 △378,282 
2008年 391,240 15,955 
2009年 387,950 △125,122 
2010年 338,982 14,566 






 売上高 当期純利益 
2007年 499,031 △411,250 
2008年 405,784 27,434 
2009年 312,241 4,247 
2010年 218,102 △295,141 











表 ３-1 アコムの売上高、当期純利益の推移(単位：百万円) 
表 ３-2 プロミスの売上高、当期純利益の推移(百万円) 
























































そして、2010 年 6 月の総量規制導入以降に、貸金業者は利息返還請求や貸し
倒れが再び増加した。総量規制によって資金繰りの厳しくなった借り手が債務
不履行に陥ったことに伴い、弁護士を通じて利息返還を請求するようになった。 
2007 年においてアコムは約 5 千億円の利息返還損失引当金を計上していた。
アコムを含めた大手貸金業者 3 社は利息返還損失引当金を 2 千億円規模で計上
していた(図 3-2)。上限金利引き下げに伴う貸金業者による信用収縮は 2006 年


















































































  2005年 
 
  2006年 
  2007年 
  2008年 
  2009年 
  2010年 
出典:株式会社日本格付け研究所「News Release」、2010年 3月 26日より筆者作成 
図 ３-3 日本格付研究所(JCR)による大手貸金業者の格付け 
A A+ A+ 



























































































































































                                                   
25 例えば、現在ビジネス「6 月『貸金業法の完全施行』に高まる懸念 借入利用者の
50%が総量規制の対象に」2010 年 3 月 9 日や荻原博子「幸せな老後への一歩 『総量規
制』という法律だけでは解決しない『多重債務』という社会問題の根深さ」サンデー毎
日、2010 年 2 月 28 日など。 
26 例えば、「消費者金融大手 4 社：借入れ申請が激減 総量規制 6 月導入、決算そろって





























を 0.38％押し下げ、約 23 万人の失業者を排出する、b)地域経済に与えた影響と
して、北海道では名目 GDP を 0.25％押し下げ、約 1 万人の失業者を排出する、
c)大阪府では名目 GDP を 0.64％押し下げ、約 3 万人の失業者を排出する、と
の 3 点を報告した。 
岩本(2013)は、貸金業法が改正されたことによる日本 GDP へのインパクトが
マイナス 8～マイナス 18 兆円となると試算した。さらに、貸金業法の規制ごと
に日本への GDP のインパクトも試算しており、総量規制が導入されることによ

















E. Micheal, G. Elliehausen & E. C. Lundquist (2002)の研究が挙げられる。本
研究はクレジットカウンセリング財団の 5 つの加盟機関より入手した信用に関

















































































































                                                   














































図 ４-1 借入金が個人年収 3分の 1を超えた原因 
















































図 ４-3 個人年収 3分の 1を超える借入れができなくなった借り手が抑
制した支出 

























取する形式で全 19 回に及んで行われた。19 回に及ぶ金融庁懇談会の内容は政
府の議事概要として記載されていた為、筆者はその議事録から金融庁懇談会の






いたとの証言も確認された(詳しくは本章 5.2.2 で後述する)。 
次に、(2)筆者は、自民党で貸金業法の策定にあたり国会側の立法責任者とし
                                                   
28 上田勇衆議院議員オフィシャルウェブサイト「https://www.isamu-u.com/」、2006 年






2005 年 3 月から 2006 年 12 月までの 18 ヶ月間に及ぶ自民党と金融庁におけ
る、公開資料では公表されていない改正過程の議論に注目し、総量規制の策定過


















まず 2005 年 3 月より金融庁「貸金業制度等に関する懇談会29」にて、貸金業
制度改正に向けた本格的議論が開始された(金融庁懇談会の参加メンバーは表 5-
1、議事内容は表 5-2 を参照)。 
2005 年 3 月 30 日の第 1 回懇談会では、懇談会の構成員が法改正によって借
り手保護を目的とするといった方向性を示し、多重債務に陥る借り手像を明確
にすることを今後の課題として挙げた。 
2005 年 4 月 27 日の第 2 回懇談会では、日弁連消費者対策委員会が自己破産
の現状、多重債務者の現状、被害実態などについて報告した。日弁連消費者対策










2005 年 5 月 27 日の第 3 回懇談会では、貸金業者側が、第 2 回懇談会の反論
を述べた。貸金業者が述べた内容は、銀行や貸金業者が公平・公正な市場で自由
に競争できるといった市場環境の必要性と、借り手は金融商品やサービスの自
由な選択ができることの重要性、といった 2 点であった。 
























2005 年 7 月 29 日の第 6 回懇談会、2005 年 9 月 7 日の第 7 回懇談会、そして
2005 年 12 月 8 日の第 8 回懇談会までは、参考人からのヒヤリングを踏まえて
議論が行われた。上限金利引き下げについての議論が主に行われており、第 6 回
から第 8回において過剰貸付け禁止の罰則強化の意見は議論されていなかった。 








2006 年 1 月 27 日の第 9 回、2006 年 2 月 15 日の第 10 回、そして 2006 年 2








2006 年 4 月 21 日金融庁は、第 1 回懇談会から第 11 回懇談会までの議論の内
容を取りまとめた資料となる「懇談会におけるこれまでの議論35」が公表され、
                                                   
33 河野聡 弁護士 















































































 氏名 所属（当時） 




















































































































































































表 ５-3 金融庁「貸金業制度等に関する懇談会」スケジュール その 2 
73 
 




























































































































































































の報道は過剰気味になっていた。例えば、2006 年 7 月 22 日、読売新聞は全国
信用情報センターが自民党小委員会に取扱注意として提出していた内部データ
を公表し、「大手貸金業者などからの借り手は 1200 万人余りであり、5 社以上
の貸金業者から融資を受けていた『多重債務者』は 230 万人余りであった。そ









                                                   
37 金融調査会会長：金子一義 財務金融部会部会長：江崎洋一郎。 























的に 2006 年 9 月 15 日の合同会議が開催される直前に、金融庁総務企画局が監







200 万円、300 万円、400 万円などと設定し、月々の返済総額や完済までの期間











年収の 1/3 程度までなら破綻することはなく返済可能である」と述べた。 
以上より、自民党は金融庁の主張する一定の総額基準を設けることへの必要
性を受け入れ、総量規制の基準として年収の 3 分の 1 を超える貸付けを法的に









2006 年 9 月 19 日に自民党は政調審議会・総務会を開き、貸金業制度等に関
する基本的考え方の具体的検討内容の「改正骨子」を発表し、党内手続きとして
承認されることになった。9 月 19 日の段階において「過剰貸付の禁止」に関す
る骨子（案）の内容は 9 月 11 日の中身を踏襲していた。つまり、「過剰貸付の
禁止」の内容は「貸金業者に対し、指定信用情報機関に登録されている借入残高
と合わせて、年収の 3 分の 1 を超えることとなる金額の貸付については、返済
能力を超えないことが客観的に明らかな場合、又は貸金業者によって示される
場合以外は禁止」と、年収の 3 分の 1 を超える貸付けへの表現は曖昧であり、
一定の余地を残す表現であった。 




1 を超えることとなる貸付を原則禁止」とし、残されていた「年収の 3 分の 1 を
超える貸付け」を巡る余地は突如として完全に取り除かれた。そのうえ法律要綱
案では総量規制の導入を改正後 2 年半以内に行うことも盛り込まれた。 
2005 年 3 月より金融庁総務企画局長の私的諮問機関として「貸金業制度等に















以上の議論を以って国会に審議の場を移し、同年 10 月 31 日に法案が提出さ
れた。法案提出後、2006 年 11 月 14 日に衆議院財務金融委員会の下で国会議論










者 7 社合計で約 1200 万の総口座数が存在する。これに年収 3 分の 1 の貸付規






2006 年 11 月 22 日、同年 11 月 28 日に法案審議が行われた。この法案審議の時
点において総量規制に関する新たな議論は展開されていない。計 6 回に及ぶ衆
議院財務金融委員会審議は終了し、同年 11 月 29 日に与党の提出法案は原案通
りにて可決した。翌 11 月 30 日に衆議院本会議にて、貸金業法案は与野党全会




                                                   
40 石井恒夫 全国貸金業協会連合会会長(当時)。 
41 神内博喜 株式会社プロミス 代表取締役社長(当時)。 











は、翌 12 月 13 日に参議院本会議にて可決され、貸金業制度の法改正が成立し、
















































































表 ５-3 金融庁懇談会の議論を除く貸金業法の改正に向けたスケジュール その 1 
82 
 







































































表 ５-3 金融庁懇談会の議論を除く貸金業法の改正に向けたスケジュール その 2 
83 
 

















































































                                                   
43 増原義剛(2012)「『弱者』はなぜ救われないのか‐貸金業法改正に見る政治の失敗‐」
一般社団法人金融財政事情研究会。 
44 パーソナルファイナンス学会『第 1 回消費者金融部会』2014 年 10 月 3 日（金）16：
00～19：30、早稲田大学 11 号館 4 階 第 4 会議室 講演者：増原 義剛、討論者：飯田 











規制の完全施行直前となる 2009 年 12 月に日本貸金業協会が総量規制の影響を
調査したものである。 
 

























                                                   
46 山本有二「多重債務問題の根本的解決策は、カウンセリング主体の社会構造」








調整に携わった担当者 C 氏へのインタビュー調査を行った。3 氏は、当時の貸
金業法改正議論の内容をノート等に記録として残していた。 
 






































5.3.2.3 大手貸金業者で自民党や金融庁と連絡調整に携わった C 氏へのインタ
ビュー調査(インタビューメモ③) 
 































































対象者:増原 義剛(当時、貸金業制度等に関する小委員会 委員長) 
講 演:パーソナルファイナンス学会『第 1 回消費者金融部会』2014 年 10 月
3日（金）16：00～19：30、早稲田大学 11 号館 4階 第 4会議室 講演者：
増原 義剛、討論者：飯田 隆雄 （札幌大学）、堂下 浩（東京情報大学）、司会：





























































































































































































































































な貸金業法の法整備を優先した。したがって、2006 年 10 月 25 日に金融庁監督
局の主張を全面的に受け入れる形で自民党は、国会提出法律案に総量規制の基






















する法律案要綱（案）（2006 年 10月 25 日） 





























































本章では、第 1 章で筆者が立てた仮説②と仮説③に基づき、第 1 章で述べた








データを専業会社 3 社、カード会社 2 社に分類し、それぞれの総量規制導入前









                                                   
47 第 1 章で説明したように、専業会社とはキャッシング機能のみの金融商品を提供する業
態を指す。 
48 第 1 章で説明したように、カード会社とはキャッシング機能に加え、ショッピング機能
の金融商品も提供する貸金業者の業態を指す。 











































筆者は分析のために、大手貸金業者 5 社(専業会社 3 社及びカード会社 2 社)
の顧客データベースより、以下の期間における借り手の返済に関するデータを
入手した。総量規制の導入時である「2010 年 6 月」を基準とし、総量規制導入
前となる 2009 年 6 月から 2010 年 5 月末までの 12 か月間と、総量規制導入後
となる 2010 年 6 月から 2011 年 5 月末までの 12 か月間の合計 24 か月間の期間
である。したがって、筆者は当該 24 ヶ月間を本分析における対象期間とした。 
大手貸金業者 5 社は金融庁の基準に従って、自社顧客データベース内に借り
手の顧客情報や取引状況を登録している。自社債権を管理するために、大手貸金






















数が「0 回」、遅延・延滞回数が「1 回」、「2 回」、「3 回」、「4～5 回」、「6～7 回」、
「8～11 回」、「12 回」といった合計 8 区分であった。そこで筆者は、遅延・延
滞回数が「0 回」の借り手を「遅延・延滞なし」、延滞回数が「1 回」、「2 回」、





























                                                   
51 なお、2008 年 9 月 15 日にアメリカ合衆国の投資銀行であるリーマンブラザーズが破綻
し(以下、リーマンショック)、日本においても日本企業の業績悪化に伴う非正規雇用の増







また、分析期間内である 2010 年 9 月 28 日に武富士が倒産した。しかしながら、武富士
は既に 2009 年 12 月に借り手への融資を停止していた。つまり、武富士が倒産したことに
より本分析における借り手の返済状況に変化を生じさせる可能性は低い。朝日新聞「武富
士、ほぼ融資停止 先月以降 手元資金の確保優先」、2009 年 12 月 4 日。 




















































  合計 0回 1回 2回 3回 4回以上 6回以上 8回以上 12回 
規制前 
n数 813,554 616,049 77,997 38,206 23,645 33,155 13,177 9,096 2,229 
割合 100.0% 75.7% 9.6% 4.7% 2.9% 4.1% 1.6% 1.1% 0.3% 
規制後 
n数 813,554 517,482 91,510 52,032 36,918 52,875 27,226 30,730 4,781 






  合計 0回 1回 2回 3回 4回以上 6回以上 8回以上 12回 
規制前 
n数 878,547 651,758 91,469 45,507 27,619 37,469 14,097 9,453 1,175 
割合 100.0% 74.2% 10.4% 5.2% 3.1% 4.3% 1.6% 1.1% 0.1% 
規制後 
n数 878,547 589,531 100,086 56,301 38,976 55,261 21,088 15,164 2,140 






表 ６-1 グループ①(総量規制抵触者)における総量規制導入前と総量規制導入後の遅延・延滞回数の構成比 






















































 遅延・延滞なし 遅延・延滞あり 合計 
規制前 616,049 197,505 813,554 
規制後 517,482 296,072 813,554 
















 遅延・延滞なし 遅延・延滞あり 合計 
規制前 651,758 226,789 878,547 
規制後 589,531 289,016 878,547 




















表 ６-3 グループ①におけるカイ 2乗検定のクロス集計表と p値 





















































表 ６-5 グループ①とグループ②における区間推定(遅延・延滞なし) 



































































制の導入時である「2010 年 6 月」を基準とし、総量規制導入前となる 2009 年
6 月から 2010 年 5 月末までの 12 か月間と総量規制導入後となる 2010 年 6 月
から 2011 年 5 月末までの 12 か月間の合計 24 か月間となる。 
次に筆者は、本分析において仮説②の検証に使用した借り手の返済に関する
データと同様に遅延・延滞回数を定義して分析を進めた。筆者は総量規制導入前
後それぞれ 1 年間において、前述した合計 8 区分(遅延・延滞回数が「0 回」、遅
延・延滞回数が「1 回」、「2 回」、「3 回」、「4～5 回」、「6～7 回」、「8～11 回」、
「12 回」)で分類されていた遅延・延滞回数のデータにおいて、遅延・延滞回数
が「0 回」の借り手を「遅延・延滞なし」、延滞回数が「1 回」、「2 回」、「3 回」、


























グループ①-bでは 75.4%であった。これらグループ①-a とグループ①-b におけ
る総量規制導入前の「遅延・延滞なし」の差は 0.6 ポイントであった(表 6-7、表
6-8、図 6-5、図 6-6 参照)。総量規制導入前における「遅延・延滞なし」の割合



















導入後の差は 13.8 ポイント低下した(表 6-7、図 6-4 参照)。次に分析 d の結果を
以下に示す。グループ①-b は総量規制導入前において「遅延・延滞なし」の割合
は 75.4%であり、総量規制導入後において「遅延・延滞なし」の割合は 65.2%で
あった。グループ①-b における総量規制導入前から導入後の差は 10.2 ポイント



































  合計 0 回 1回 2回 3回 4回以上 6回以上 8回以上 12回 
規制前 
n数 433,705 329,678 42,362 20,755 12,577 17,302 6,794 3,983 254 
割合 100.0% 76.0% 9.8% 4.8% 2.9% 4.0% 1.6% 0.9% 0.1% 
規制後 
n数 433,705 269,877 53,454 29,249 20,927 33,524 14,251 10,641 1782 







  合計 0回 1回 2回 3回 4回以上 6回以上 8回以上 12回 
規制前 
n数 379,849 286,371 35,635 17,451 11,068 15,853 6,383 5,113 1,975 
割合 100.0% 75.4% 9.4% 4.6% 2.9% 4.2% 1.7% 1.3% 0.5% 
規制後 
n数 379,849 247,605 38,056 22,783 15,991 19,351 12,975 20,089 2,999 









表 ６-7 グループ①-a(専業会社)の借り手の遅延・延滞回数の構成比(総量規制導入前後)の n数、集計値 






















































 遅延・延滞なし 遅延・延滞あり 合計 
グループ①-a(専業) 329,678 104,027 433,705 
グループ①-b(カード) 286,371 93,478 379,849 














 遅延・延滞なし 遅延・延滞あり 合計 
グループ①-a(専業) 269,877 163,828 433,705 
グループ①-b(カード) 247,605 132,244 379,849 












 規制前の p値 0.00000＊＊＊ 
 (χ2=42.84、自由度 1) 
 
 規制後の p値 0.00000＊＊＊ 









社)のカイ 2乗検定のクロス集計表と p値 
表 ６-10 総量規制導入後におけるグループ①-a(専業会社)とグループ①-b(カード







  計 回数 割合 幅 上限 下限 
グループ①-
a(専業) 
前一後 433,705 59.801 0.138 0.001 0.139 0.137 
グループ①-
b(カード) 






































































































































































て、2006 年 10 月 25 日に自民党は金融庁監督局の意向に沿う格好で、「年収の
3 分の 1 を超える貸付けを原則禁止とする」と国会提出法律案に条文を明文化
した経緯が明示された。つまり総量規制は監督行政の簡便性と政治的な理由を
優先して、借り手への影響を精査せずに導入されたといえる。また、2006 年 10
月 25 日の国会提出法律案から同年 12 月 13 日に貸金業法が成立するまでの期
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を決定すべきであろう。貸金業法が完全施行されて、2016 年 12 月に 6 年を迎
えたが、今後とも総量規制が貸金市場に与えた影響を検証していく意義は学術
的に大きい。 
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